
第９次妹背牛町
高齢者保健福祉計画
第９次妹背牛町

高齢者保健福祉計画
第８次妹背牛町
介護保険事業計画
第８次妹背牛町
介護保険事業計画

概要版

北海道 妹背牛町
令和３年３月



― 2 ― ― 3 ―

第１章　計画策定に当たって

１ 計画策定の趣旨
我が国では、高齢化の進行が続いており、高齢化率は今後さらに上昇することが予測されます。

また、核家族世帯や、単身又は夫婦のみの高齢者世帯の増加、地域における人間関係の希薄化
など、高齢者や家族介護者を取り巻く環境は大きく変容してきています。

国においては、平成 12（2000）年度に介護保険制度を創設し、要介護高齢者や認知症高齢
者数の増加、介護保険サービスの利用の定着化など、社会情勢の変化に合わせて制度の見直し
を繰り返してきました。

令和３（2021）年度に施行される「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改
正する法律」では、地域共生社会の実現を図るため、地域住民の複雑化・複合化した支援ニー
ズに対応する包括的な支援体制の構築の支援のほか、地域の特性に応じた認知症施策や介護サー
ビス提供体制の整備等の推進、介護人材確保及び業務効率化の取組の強化など、所要の措置を
講ずることとされています。

妹背牛町（以下「本町」という。）においては、「団塊の世代」が 75 歳以上となる令和７（2025）
年と、「団塊ジュニア世代」が 65 歳以上となる令和 22（2040）年の双方を念頭に置きながら、
これまでの取組の成果や課題の分析等を行い、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、最期ま
で尊厳を持って自分らしい生活を送ることができる社会の実現を目指し、令和３（2021）年
度を初年度とする「第９次妹背牛町高齢者保健福祉計画・第８次妹背牛町介護保険事業計画」（以
下「本計画」という。）を策定します。

２ 計画期間
令和７年には「団塊の世代」が後期高齢者（75 歳以上）となります。また、令和 22 年には

「団塊ジュニア世代」が前期高齢者（65 歳以上）となります。
日本において人口の多いこの世代が後期高齢者となる令和７年、令和 22 年を見据えて、地

域包括ケアシステムの構築に向けた取組を深化・推進していくことが重要となります。
そこで、第８次介護保険事業計画の期間を令和３年度から令和５年度までの３年間と定め、

高齢者福祉事業のなお一層の充実に取り組んでいきます。

計画期間及び地域包括ケアシステムの中長期的な推進イメージ

平成 27年～平成 29年 平成 30年～令和２年 令和３年～令和５年 令和６年～令和８年 令和９年～令和 11年

（年度）

第８次計画第７次計画 第９次計画 第 10次計画第６次計画

団塊の世代が 75歳以上となる
令和７年を見据えた計画の推進

令和７年に加えて、団塊ジュニア世代が 
65 歳以上となる令和 22年を見据えた計画の推進 
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３ 国の基本指針
第８次介護保険事業計画においては、第７次での目標や具体的な施策を踏まえ、2025 年を

目指した地域包括ケアシステムの整備、現役世代がさらに急減する 2040 年の双方を念頭に、
高齢者人口や介護サービスのニーズを中長期的に見据えた位置づけとなることが求められます。

第８次介護保険事業計画において記載を充実する事項

１　2025・2040年を見据えたサービス基盤、人的基盤の整備
○ 2025・2040 年を見据え、地域ごとの推計人口等から導かれる介護需要等を踏まえて計画を策定

２　地域共生社会の実現
○ 地域共生社会の実現に向けた考え方や取組について記載

３　介護予防・健康づくり施策の充実・推進（地域支援事業等の効果的な実施）
○ 一般介護予防事業の推進に関して「ＰＤＣＡサイクル沿った推進」、「専門職の関与」、「他の事業と

の連携」について記載
○ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施について記載
○ 自立支援、介護予防・重度化防止に向けた取り組みの例示として就労的活動等について記載
○ 総合事業の対象者や単価の弾力化を踏まえて計画を策定
○ 保険者機能強化推進交付金等を活用した施策の充実・推進について記載（一般会計による介護予防

等に資する独自事業等について記載）
○ 在宅医療・介護連携の推進について、看取りや認知症への対応強化等の観点を踏まえて記載
○ 要介護（支援）者に対するリハビリテーションの目標については国で示す指標を参考に計画に記載
○ ＰＤＣＡサイクルに沿った推進にあたり、データの利活用を進めることやそのための環境整備につ

いて記載

４　有料老人ホームとサービス付き高齢者住宅に係る都道府県・市町村間の情報連携の強化
○ 住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況を記載
○ 整備に当たっては、有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況を勘案して計画を

策定

５　認知症施策推進大綱等を踏まえた認知症施策の推進
○ 認知症施策推進大綱に沿って、認知症の人ができる限り地域のよい環境で自分らしく暮らし続ける

ことができる社会の実現を目指すため、５つの柱に基づき記載（普及啓発の取組やチームオレンジ
の設置及び「通いの場」の拡充等について記載）

○ 教育等他の分野との連携に関する事項について記載

６　地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化の取組の強化
○ 介護職員に加え、介護分野で働く専門職を含めた介護人材の確保の必要性について記載
○ 介護現場における業務仕分けやロボット・ＩＣＴの活用、元気高齢者の参入による業務改善など、

介護現場革新の具体的な方策を記載
○ 総合事業等の担い手確保に関する取組の例示としてボランティアポイント制度等について記載
○ 要介護認定を行う体制の計画的な整備を行う重要性について記載
○ 文書負担軽減に向けた具体的な取組を記載

７　災害や感染症対策に係る体制整備
○ 近年の災害発生状況や、新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、これらへの備えの重要性につ

いて記載
出典：社会保障審議会（介護保険部会 第 91 回）資料より
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第２章　高齢者の将来推計

１ 人口の将来推計
本町の総人口は令和３年以降も減少が続く見込みとなっており、本計画の最終年度である令

和５年には 2,660 人、令和７年には 2,535 人、令和 22 年には 1,704 人と２千人を下回る推
計となっています。

年齢３区分別人口の推計

238 230 219 211 192 181 161 78

1,371 1,329 1,276 1,231 1,213 1,175 1,133
727

1,377 1,356 1,345 1,338 1,313 1,304 1,241

899

2,986 2,915 2,840 2,780 2,718 2,660 2,535

1,704

0
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和７年
（2025年）

令和22年
（2040年）

（人）

０～14歳（年少人口） 15～64歳（生産年齢人口） 65歳以上（老年人口）

←実績値 推計値→

第８次計画期間

資料：実績値は住民基本台帳（各年９月末現在）、推計値はコーホート変化率法による

２ 要介護認定者数等の将来推計
本町の要支援・要介護認定者数（第２号被保険者を含む）は増加傾向にあり、本計画の最終

年度である令和５年度には 267 人となる見込みです。また、令和７年度以降は減少に転じ、令
和 22 年度には 235 人となる推計となっています。

要支援・要介護認定者数の推計

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度
（2025年）

令和22年度
（2040年）

←実績値 推計値→

第８次計画期間

22 25 32 32 333333 24
32 36 44 45 47 46 46 39

57 53
64 68 69 70 67

62

37 38
40 43 43 45 45

43
31 32

25 26 27 28 28
2530 34

27 27 28 28 29
25

21 17 16 16 17 18 18
17

230 235 248 258 264 267 266
235
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要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

資料：地域包括ケア「見える化」システムによる推計（令和２年 11 月 14 日取得）
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第３章　高齢者実態調査の結果

１ 調査概要
本計画の策定に当たり、以下の２種類の調査を実施しました。

（１）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査
要介護状態になる前の高齢者について、要介護状態になるリスクの発生状況、リスクに影響

を与える日常生活の状況を把握し、地域の抱える課題を特定することを目的として実施しまし
た。調査対象は本町にお住まいの、65 歳以上の方 1,158 名（要介護認定を受けている方を除く）
で、調査期間は令和２年７月 21 日～８月７日、回収率は 68.5％です。

（２）在宅介護実態調査
「要介護認定を受けている方の適切な在宅生活の継続」と「家族等介護者の就労継続」の両立

を支えるために、どのようなサービスが地域に必要であるか考えることを目的として実施しま
した。調査対象は要介護認定を受けて在宅で生活している方 67 名で、調査期間は令和２年７
月 21 日～８月７日、回収率は 65.7％です。

２ ニーズ調査結果から見える課題
世帯の状況や社会情勢に合わせた体制づくり
家族構成について、「１人暮らし」と「夫婦２人暮らし（配偶者 65 歳以上）」の割合の合計

は 64.6％と６割を超えています。今後、高齢化の進行に伴い、高齢者の単身世帯や、夫婦とも
に高齢者の世帯はますます増えていくことが予測されます。一人暮らしの高齢者や、日中独居
状態となる高齢者の身体状態の重度化も想定されることから、そうした方や世帯の状況の把握
に努めるとともに、地域での見守り体制を充実していくことが重要であると考えられます。

一方、現在のコロナ禍においては、高齢者の安心につながるサービスをいかに維持・継続し
ていくかが課題となっています。特に、新型コロナウイルスの感染防止の観点から、訪問型のサー
ビスや民生児童委員による聞き取り等のやり方については、改めて検討する必要もあると考え
られます。

３ 在宅介護実態調査結果から見える課題
介護者に対する支援の充実
介護を必要とする方に対するサービスの充実を図ることはもとより、介護者に対する支援に

努めることも重要といえます。特に、働きながら介護を行っている方については、介護疲れに
より、共倒れしてしまう可能性も考えられます。

主な介護者の方が不安に感じる介護等について、身体機能や認知機能の低下により引き起こ
される介護への不安が多く回答されていることから、要介護度の重度化の防止や認知症の予防
に向けた取組を推進する必要があります。また、就労している介護者のうち約３割の方が、働
きながら介護を続けていくことに困難を感じており、労働時間の調整や、職場における休暇制
度の充実、及びそれらの制度を利用しやすい環境づくりに取り組んでいくことが重要です。
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第４章　施策の推進

１ 基本理念と目標
超高齢社会を迎え、本町においても少子高齢化が加速し、より一層人口の減少と高齢化率の

上昇が予想される中で、本計画では、第９次妹背牛町総合振興計画にある「小さなまちから、
広がるつながり、暮らしやすいまち」を目指します。

そのため、本計画の基本理念は前期計画から「みんなで支え合い笑顔かがやくまち　もせうし」
を継承し、行政だけではなく各種団体（民生児童委員協議会、社会福祉協議会、ＮＰＯ等）、企
業、町内会、地域住民、さらに高齢者一人ひとりを巻き込んだ中で、誰もが安心して暮らせる町、
生きがいを持って社会参加ができる町づくりを引き続き目標とします。
施策の体系

基本理念　みんなで支え合い笑顔かがやくまち　もせうし
基本方針１　支え合う地域づくり

（１）高齢者福祉サービスの充実
１．福祉除雪サービス（高齢者事業団・ボランティアセンター委託事業）
２．配食サービス（町単独）
３．外出支援サービス（移送サービス）（民間委託事業）
４．生活支援短期宿泊事業
５．緊急通報システム設置（町単独）
６．生活支援ハウス利用（指定管理者運営）
７．敬老会事業（町単独）
８．老人福祉センターの活用
９．救急リレーバトンの活用

（２）地域福祉の推進とネットワーク構築
１．地域支援ネットワークの推進
２．社会福祉協議会との連携
３．民生児童委員協議会との連携
４．ＮＰＯ法人「わかち愛もせうし」との連携

（３）スポーツ・レクリエーション、文化活動
１．スポーツ・レクリエーション活動の促進
２．文化活動の促進

（４）雇用・就労機会の提供
１．妹背牛町高齢者事業団の運営推進

基本方針２　安全・安心な環境づくり
（１）住環境

１．高齢者が住みやすい住宅づくり
（２）高齢者の安全対策

１．防犯・消費者啓発
２．防災対策
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基本理念　みんなで支え合い笑顔かがやくまち　もせうし
基本方針３　介護予防の推進

（１）介護予防・日常生活支援総合事業
１．介護予防・生活支援サービス事業
２．一般介護予防事業

（２）包括支援事業
１．地域包括支援センターの運営

（３）任意事業
１．家族介護支援事業
２．成年後見制度利用支援事業
３．介護相談員派遣事業

基本方針４　認知症施策の推進
（１）認知症への理解を深めるための普及啓発と本人発信支援の推進
（２）認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供
（３）認知症の方の介護者への支援

基本方針５　日常生活を支援する体制の整備
（１）生活支援サービス協議体の体制強化
（２）生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の育成
（３）介護支援ボランティア制度の導入

基本方針６　在宅医療と介護の連携
（１）地域包括ケアシステムの構築
（２）在宅医療の推進
（３）地域住民への在宅ケアを学ぶための普及・啓発

基本方針７　介護サービス環境の充実と人材育成
（１）介護サービスの充実

１．居宅サービス
２．地域密着型サービス
３．施設サービス
４．居宅介護支援・介護予防支援

（２）介護人材の確保及び業務の効率化のための取組の推進
１．人材確保のための有償ボランティア等
２．介護現場における業務仕分けやロボット・ＩＣＴの活用、元気高齢者の参

入による業務改善など
３．介護現場革新の取組の周知
４．業務効率化に取り組むモデル施設の取組の周知
５．文書負担軽減

（３）感染症対策に係る体制整備
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第５章　介護保険事業の概要

１ 介護保険サービス給付費の推計
認定者数の推計結果や現在の介護サービスの利用状況をベースに、総給付費を推計すると以

下のとおりで、令和３年度から令和５年度の計画期間中の総給付費は 3.2 億円台で推移する見
込みです。

総給付費の推計

67,992 73,137 66,097 79,147 79,874 80,657 80,657 80,657

40,628 39,117 38,000
42,407 42,407 42,407 42,407 42,407

209,701 193,006 197,629
204,277 204,277 204,277 202,710 202,710

318,321 305,260 301,726
325,831 326,558 327,341 325,774 325,774

0
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100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度
（2025年度）

令和 22年度
（2040年度）

（千円）

在宅サービス 居住系サービス 施設サービス

資料：地域包括ケア「見える化」システムによる推計（令和２年 12 月８日取得）

２ 第１号被保険者介護保険料
第８次計画期間の介護保険料基準額は 4,900 円です（第７次は 5,100 円）。
令和３年度から令和５年度までの保険料収納必要額から第１号被保険者の介護保険料基準額

は、次のように算出します。
介護保険料基準額の算定

項　　　　　目 第 ８ 次
保険料収納必要額 ① 216,237,066 円
予定保険料収納率 ② 99.6％
被保険者（所得段階別加入割合補正後） ③ 3,692 人
介護保険料（年額）　①÷②÷③ ④ 58,800 円
介護保険料基準額（月額）　④÷ 12 4,900 円

第９次妹背牛町高齢者保健福祉計画
第８次妹背牛町介護保険事業計画

令和３年３月
発行：北海道　妹背牛町　　編集：妹背牛町　住民課保険グループ


